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太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協
定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
に
係
る
菅
�
人
内
閣
の
認
識
に
関
す
る
質
問
主
意
書

提

出

者
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野

貴

博
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環
太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協
定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
に
係
る
菅
�
人
内
閣
の
認
識
に
関
す
る
質
問
主
意
書

本
年
十
月
一
日
、
菅
�
人
内
閣
総
理
大
臣
は
、
所
信
表
明
演
説
の
中
で
環
太
平
洋
戦
略
的
経
済
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定

（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
に
関
し
、
「
私
が
議
長
を
務
め
る
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
首
脳
会
議
で
は
、
米
国
、
韓
国
、
中
国
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
、
豪
州
、
ロ

シ
ア
等
の
ア
ジ
ア
太
平
洋
諸
国
と
成
長
と
繁
栄
を
共
有
す
る
環
境
を
整
備
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
か
け
橋
と
し
て
、
Ｅ
Ｐ

Ａ
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
重
要
で
す
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
交
渉
等
へ
の
参
加
を
検
討
し
、
ア
ジ
ア

太
平
洋
自
由
貿
易
圏
の
構
築
を
目
指
し
ま
す
。
」
と
述
べ
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
を
検
討
す
る
旨
述
べ
て
い
る
。
ま
た
菅
総
理
は

二
十
四
日
、
全
閣
僚
と
民
主
党
幹
部
を
首
相
公
邸
に
招
い
て
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
関
す
る
勉
強
会
を
開
催
し
、
「
十
年
後
の
農
業
や
国
土

保
全
と
、
『
国
を
開
く
』
と
の
両
立
は
可
能
」
と
の
旨
述
べ
て
い
る
と
承
知
す
る
。
右
を
踏
ま
え
、
以
下
質
問
す
る
。

一

そ
の
歴
史
的
経
緯
、
協
定
内
容
等
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
詳
細
に
つ
い
て
説
明
さ
れ
た
い
。

二

Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
経
済
連
携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
、
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
に
は
、
ど
の
よ
う
な
違
い
が
あ
る
の
か
説
明
さ
れ

た
い
。

三

Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
た
場
合
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
や
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
異
な
り
、
貿
易
対
象
の
物
品
に
関
し
て
は
、
原
則
全
て
一
〇
〇
％
関
税

を
撤
廃
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
も
の
と
承
知
す
る
が
、
確
認
を
求
め
る
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
た
場
合
も
、
例
外
的
に
、
あ

一



る
物
品
を
関
税
撤
廃
の
対
象
外
と
す
る
こ
と
は
認
め
ら
れ
る
の
か
。

四

Ｔ
Ｐ
Ｐ
を
巡
っ
て
は
、
経
済
産
業
省
、
内
閣
府
が
、
そ
れ
に
参
加
す
る
こ
と
で
我
が
国
の
国
内
総
生
産
を
そ
れ
ぞ
れ
十
兆

円
、
三
兆
円
押
し
上
げ
る
効
果
が
あ
る
と
の
試
算
を
出
し
て
い
る
と
承
知
す
る
。
そ
の
一
方
で
、
農
林
水
産
省
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

に
参
加
し
、
全
て
の
物
品
の
関
税
が
撤
廃
さ
れ
た
場
合
、
我
が
国
の
第
一
次
産
業
の
生
産
額
は
、
従
来
の
半
分
の
四
兆
円
に

減
る
と
の
試
算
を
出
し
て
い
る
と
承
知
す
る
が
、
右
の
各
府
省
に
よ
る
試
算
の
根
拠
は
何
か
、
そ
れ
ぞ
れ
詳
細
に
説
明
さ
れ

た
い
。

五

た
と
え
ば
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
る
と
見
ら
れ
て
い
る
国
の
中
に
、
我
が
国
と
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
締
結
を
目
指
し
、
こ
れ
ま
で
交
渉

を
重
ね
て
き
た
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
も
入
っ
て
い
る
が
、
二
〇
〇
六
年
に
北
海
道
庁
が
行
っ
た
試
算
に
よ
る
と
、
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ

締
結
に
よ
り
北
海
道
経
済
は
関
連
産
業
全
て
含
め
て
約
一
兆
三
千
七
百
十
六
億
円
の
損
失
を
出
し
、
農
家
戸
数
も
二
万
一
千

戸
減
少
し
、
更
に
道
内
総
生
産
も
、
一
九
九
七
年
の
北
海
道
拓
殖
銀
行
の
破
綻
時
を
上
回
る
四
�
二
％
の
減
少
を
見
せ
、
関

連
産
業
で
四
万
七
千
人
、
離
農
す
る
農
家
も
含
め
る
と
八
万
八
千
人
の
失
業
者
が
出
て
、
道
内
完
全
失
業
率
は
八
�
五
％
に

な
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。
我
が
国
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
、
全
て
の
物
品
の
関
税
が
撤
廃
さ
れ
た
場
合
、

�

我
が
国
の
国
内
総
生
産
の
押
し
上
げ
額

二



�

我
が
国
の
第
一
次
産
業
の
生
産
額
の
減
少
額

�

我
が
国
の
食
糧
自
給
率
の
変
化

�

我
が
国
に
お
け
る
第
一
次
産
業
従
事
者
数
の
変
化

�

我
が
国
に
お
け
る
完
全
失
業
率
の
変
化

の
五
点
に
つ
き
、
菅
�
人
内
閣
と
し
て
試
算
し
、
統
一
し
た
見
解
を
有
し
て
い
る
か
。

六

我
が
国
と
し
て
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
、
農
産
物
を
含
め
全
て
の
物
品
の
関
税
が
撤
廃
さ
れ
た
場
合
、
農
家
へ
の
所
得
補
償

に
係
る
費
用
は
ど
れ
く
ら
い
に
上
る
の
か
、
菅
内
閣
と
し
て
試
算
し
、
統
一
し
た
見
解
を
有
し
て
い
る
か
。

七

前
文
で
触
れ
た
よ
う
に
、
菅
総
理
は
我
が
国
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
と
、
我
が
国
の
第
一
次
産
業
、
特
に
農
業
の
存
続
は
両

立
可
能
で
あ
る
旨
述
べ
て
い
る
が
、
右
発
言
の
根
拠
は
何
か
。
当
方
は
、
我
が
国
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
、
農
産
物
を
含
め
全

て
の
物
品
の
関
税
が
撤
廃
さ
れ
た
場
合
、
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
で
は
と
て
も
太
刀
打
ち
で
き
な
い
我
が
国
の
第
一
次
産
業
、

特
に
農
業
は
甚
大
な
被
害
を
受
け
、
多
く
の
離
農
者
が
出
て
し
ま
う
と
懸
念
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
と
我

が
国
の
第
一
次
産
業
、
特
に
農
業
の
存
続
を
両
立
さ
せ
る
こ
と
は
可
能
と
す
る
菅
総
理
の
見
解
に
つ
い
て
詳
細
に
説
明
さ
れ

た
い
。

三



右
質
問
す
る
。

四


